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第１ 監査の請求 
 １ 請求人 
   さいたま市  川 島   浩 
   さいたま市  吉 田 一 郎 
 
 ２ 請求書の受付 
   平成２４年６月５日 
 
 ３ 請求の内容 
 （１）請求の要旨 
    埼玉県知事は、特定非営利活動法人ほっとポット（以下、ほっとポット）に対し 
て平成２３年度ホームレス自立支援団体活動費として平成２３年８月３０日付けで 
補助金２００，０００円の交付を決定した。（第１号証） 
 埼玉県知事は、ほっとポットに対して平成２３年度ホームレス自立支援団体活動 
費として平成２４年３月２６日付けで補助金２００，０００円の確定をした。 
（第２号証） 

    当該補助金の交付の決定及び確定は、以下の理由によって不当であり、埼玉県に 
   ２００，０００円の損害が生じている。 
    ほっとポットが提出した「平成２３年度ホームレス自立支援団体活動費補助金実 
績報告書」（第３号証）を認めたことは、以下の各理由によって不当である。 

 
 （２）請求の理由  
   ア 食事会の消耗品と称して計上している食材費 
   「ホームレス自立支援団体活動費補助金交付要綱」（第６号証）（別表）「ホーム 
レス自立支援団体活動費補助金対象経費算定の基準」の食糧費に次のように定め 
られている。 
  【定義】会議、行事等の際の飲食の費用をいう。 
  外部との打ち合わせ会議等に係るもので、茶菓を限度とする。 
  ＊１ 外部参加の有無を問わず、懇親会・親睦会などの食糧費は認めない。 
 
   食事会の消耗品と称して計上している食材費（茶菓を含む）は、事実上の食料 
費であり不当である。よって消耗品と称して計上している食材費９４，７５５円は、 
不当な支出である。（第４号証） 
   
  事業経費 ３１０，２１２－９４，７５５＝２１５，４５７となる。 
  補助基準額は、事業経費×２/３（千円未満切捨）であり、 
   ２１５，４５７×２/３＝１４３，６３８ 千円未満切捨し、１４３，０００円 
  となる。 
  補助基準額は、１４３，０００円である。 
  確定額２００，０００円－補助基準額１４３，０００円＝５７，０００円となる。 
  従って、５７，０００円の返還額が発生する。 
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 イ 人件費について 
   ２３年度ほっとサロン職員給与証明書（第５号証）によれば、１１回の食事会の 
人件費として２１１，２００円の事業経費を計上している。 

    １回の食事会の人件費として、３人×時給８００円×８時間として計上しているが、 
「ほっとサロン ボランティア スタッフ大募集」（第７号証）によれば、時間帯： 
１０時から１５時頃とあり５時間である。また平成２３年度ホームレス自立支援団 
体活動費補助金実績報告書」（第３号証）２ 事業の成果によれば「ボランティア 
も平均４～５人程度参加がある。」としている。食事会の参加人数は３０～３９人 
である。調理中の写真によると１０名前後で調理している。８時間の勤務時間が、 
事実かどうか疑わしい。さらに、交通費の請求が計上されていない。 
 
 ウ 物資提供について 
   そもそも当該補助事業は、「ホームレス自立支援団体活動費補助金交付要綱」第 
３条ただし書きに反しており交付の決定が、不当である。第３条ただし書きには、 
「物資の提供を主目的とする事業、無料低額宿泊事業（社会福祉法第２条第３項第 
８号）の運営及びそれに付随する事業は対象としない。」とあり当該補助事業は、 
食事会の経費であり事実上の物資提供である。 
   よって、当該補助事業への補助金２００，０００円の支出は不当である。 
 
 エ 平成２２年度ホームレス自立支援団体活動費補助金に関する疑義 
     すでに監査請求の期間は過ぎたが、特定非営利活動法人ほっとポットの補助金実 
績報告書（第８号証）について疑義があり付記する。 

    ・交付決定以前（平成２２年８月１１日付け）の支出が計上されている。 
  ・食事会の消耗品と称して計上している食材費（茶菓を含む）は、事実上の食料費 
であり不当である。 

    ・人件費 ２人×８，５００円×１１回 １８７，０００円とあるが、８５００円 
の根拠が不明である。１時間当たり８００円ならば、１０．６２５時間という不 
思議な勤務時間である。 

  ・そもそも当該補助事業は、「ホームレス自立支援団体活動費補助金交付要綱」第 
３条ただし書きに反しており交付の決定が、不当である。第３条ただし書きには、 
「物資の提供を主目的とする事業、無料低額宿泊事業（社会福祉法第２条第３項 
第８号）の運営及びそれに付随する事業は対象としない。」とあり当該補助事業 
は、食事会の経費であり事実上の物資提供である。よって、当該補助事業への補 
助金の支出は不当である。 

 
 （３）求める措置 
    監査委員は埼玉県知事に、社会福祉課 医療保護・ホームレス対策担当を通じてほ 
っとポットに対して、交付された補助金２００，０００円を返還するよう勧告して下 
さい。 

    ほっとポットから補助金の返還がおこなわれなかった場合は、埼玉県知事ないし社 
会福祉課 医療保護・ホームレス対策担当職員が弁償するよう勧告して下さい。 
 その他必要と思われる措置。 
  

   右地方自治法第２４２条第１項の規定により別紙事実証明書を添え必要な措置を 
請求します。 
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第２ 請求の要件審査 
   請求人は公金支出の不当性を主張しており、本件請求は地方自治法第２４２条第１項
に規定する要件を具備しているものと認めた。 
 
 
第３ 監査の実施 
 １ 監査対象事項 
   本件請求において請求人から摘示のあった事項を中心に、平成２３年度において特定 
非営利活動法人ほっとポットに対して交付された、ホームレス自立支援団体活動費補助 
金の支出について監査の対象とした。 
   ただし、本件請求にある「人件費について」のうち「さらに、交通費の請求が計上さ 
れていない。」については、県の支出が伴っていないことから住民監査請求の対象 
とならない。  

   また、「平成２２年度ホームレス自立支援活動費補助金に関する疑義」について
は、法第２４２条第２項に抵触するので監査対象から除外した。 

 
 ２ 監査対象機関 
   福祉部社会福祉課 
 
 ３ 陳述の実施 
   請求人に対して、法第２４２条第６項の規定に基づき、平成２４年７月３日に証拠の
提出及び陳述の機会を設けたところ、請求人２名から陳述があった。 
   請求人の陳述の際、法第２４２条第７項の規定に基づき社会福祉課職員が立ち会った。 
   また、同日、社会福祉課職員の陳述の聴取を行った。その際、法第２４２条第７項の
規定に基づき、請求人が立ち会った。 
 
 （１）請求人の陳述の要旨 
    県からほっとポットというＮＰＯ団体に出ているホームレス自立支援団体活動費
補助金が継続して毎年２０万円出ている。 

     これは明らかに要綱に違反しているずさんなものである。単純に飲食費は認めない
と要綱で決まっているのにもかかわらず、食事会を開いてその食材を提供している。 
要綱でも親睦会とかそういうものでも茶菓を限度とすると定められているが、食事の
ための材料がいろいろ提供されているので明らかに違反している。 
 人件費について、ほっとポットのホームページでは食事会のボランティアスタッフ 
募集ということで１０時から１５時までと呼び掛けているのにもかかわらず、毎回、 
毎回８時間分の人件費を補助金の請求に計上している。これは審査もきちんとしない 
で出したのではないかと思う。 
 ほっとポットという団体自体にも非常に問題がある。この団体はホームレス、生活 
困窮者の方を支援する活動している。その掲げている理念は私は重要で大切なものだ 
と思うが、県内各地、東京の方にも出かけて行って、ホームレスに生活保護の申請を 
促す。そして窓口で生活保護の申請をし、その際に生活保護の申請同行支援というこ 
とで４２，０００円の料金を取っている。 
ほっとポットのホームページをみると申請、請求不服申し立て等もやると書いてあ
る。これは行政事務を超えて法律事務に関わることではないか。要するに非弁行為に
当たるのではないか。非常に法律的に問題のある事業である。 
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    そして生活保護が下りた場合、ほっとポットが運営しているグループホーム又はシ
ェアハウスへ元ホームレスを住まわせている。家賃は４７０００円、さらに毎月１万
円づつ共益費を取る。合計５７，０００円。一軒家に５人一緒に住まわせている。計
算すると２８５，０００円一軒に対し収入がある。 
この一軒家を８万円から９万円で借りている。要するに、グループホームやシェア
ハウス一軒に付き２０万円の粗利を得ている。こういったものを一時は２０軒、今は
１５軒運営している。そして莫大な利益をあげている。これは典型的な貧困ビジネス
というものではないか。 

    新しい公共のあり方、今後、ＮＰＯと協働していこう、行政だけでは今の複雑にな
ってきた社会福祉や行政サービスに対応しきれない。ＮＰＯと協働していこうという
考え方が今、特に民主党政権になって強まっていると思う。 
私が懸念するのは、行政であれば責任を持ってやるし、何か問題があれば監査請求
とか議会で責任を追及されたりするが、ＮＰＯ等になると見えなくなってしまう。 
そういった意味で県の方にも行政の方にもしっかり補助金、特にお金の問題に関し
ては血税を使うわけなので、しっかりとチェックしていただきたい。 
 

 補助対象の中に消耗品として計上している経費があるが、事務用品の消耗品という
のならわかるけれども、中身をよく見てみると食材費で食べ物の消耗品でありこれは
おかしい。実態は食料費ではないか。 
補助金交付要綱の算定の基準には「外部参加の有無を問わず、懇親会・親睦会など
の食糧費は認めない。」と明らかに書いてある。また、参加者はほっとポットが運営す
るグループホームやシェアハウスの人々で、そういう人たちの内部の集まりであるの
で親睦会としてのニュアンスが非常に強いと思う。内輪で飲み食いする分に対する支
出ではないかと疑問に思う。 

 
 （２）執行機関の陳述の要旨 
     ホームレス自立支援団体活動費補助事業は、ホームレスの人たちの自立支援活動を 
行う特定非営利活動法人、すなわちＮＰＯに対し、１団体２０万円を上限に活動費を 
補助するものである。 
これまで食事会による交流事業のほかにも、農作業を通してホームレスの自立を支 
援するモデル農園づくり事業やホームレスに対する入浴等の社会生活支援サービス 
の提供事業なども対象としている。 
これらの事業により、ホームレスの生活状況の改善、自立意欲の向上、精神疾患な 
ど対人関係が厳しい状態となったホームレスの社会参加、人との付き合いの促進等が 
図られている。 
ほっとポットの事業について申し上げる。 
まず、食材費については、この事業はホームレスから脱却した人、脱却しようとし 
ている人の自立を支援するために、月に１回集まって参加者と一緒に料理教室として、 
食事をしながら相談に乗ったり、集まった人達の交流を図って社会性を身につけても 
らうものである。ホームレスには社会性が伴っていない人が多く、ゴミ出しの日が守 
れなかったり、近所の人とトラブルになったり等のケースがあり、それに対応する一 
つのツールとして食事会を行うもので、単に集まった人に食事を提供するだけの事業 
ではない。そのため、食材費は事業のための材料費であり、行事の際の飲食の費用で 
はない。 
県の出納の審査事務の手引きでも「実習・料理講習等の材料品は消耗品費に当たる」
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と記載されている。食材費は消耗品費と判断しうるものであり、適切な支出であり、
従って確定額が変動することはなく、返還額も発生しない。 
次に、人件費については、請求人が主張する「ほっとサロンボランティアスタッフ 
大募集」で募集したスタッフはすべてボランティアで無給であるので、当該人件費の 
対象ではない。 
人件費の対象となっている３人はいずれもほっとポットが雇用しており、当日は本 
事業の専従で、準備とかたずけ及び食事後の参加者の悩み相談を含めて９時から実労 
働時間８時間の勤務をしている。 
次に、物資提供については、本事業は、ホームレスから脱却した人、脱却しようと 
する人の自立を支援するために、月に一度集まって参加者と一緒に料理を作ったり、 
食事をしながら相談する交流事業であり、単なる宴会とか物資提供を主目的とする事 
業とは違う。また、宗教団体等が行う炊き出しとは明らかに違う。したがって、補助 
対象事業であり、適正な支出である。 

    事業の効果については、本事業には毎回３０人以上の参加者があり、交流の場とし 
て定着しており、地域でのコミュニケーション等の自立に必要な生活や人と人とルー 
ルとか話し方のトレーニングする場として役立っている。 
 
４ 監査の実施 
社会福祉課から関係書類の提出を受け調査を行うとともに、事実関係などを確認するた
め平成２４年７月３日に監査を実施した。 
（１）監査の視点 
本件請求の監査に当たっては、まず、平成２３年度において実施された、ほっとポ 
ットに対する補助の経緯について確認する。 
その上で、監査対象事項について「ホームレス自立支援団体活動費補助金交付要綱」 
（以下、「交付要綱」という。）及び（別表）「ホームレス自立支援団体活動費補助金 
対象経費算定の基準」（以下、「算定の基準」という。）に適合するか否かを確認する。 
 

 （２）事実関係の確認 
ア 平成２３年度ほっとポットに対する補助の経緯 
  平成２３年度において、ほっとポットからほっとサロン事業（以下、「本事業」 
という。）の実施について平成２３年８月１２日付でホームレス自立支援団体活動 
費補助金の交付申請があり、同年８月３０日に平成２３年度交付決定通知書が出さ 
れている。 
 その後、平成２４年３月１９日に平成２３年度ホームレス自立支援団体活動費補 
助金実績報告書（以下、「実績報告書」という。）が提出され、同年３月２６日に補 
助金の額２００，０００円の確定が行われている。 
 
イ 食材費について 
本件請求における食材費は、実績報告書の４「事業の収支明細」において消耗品 
として計上されている。 
県は、実績報告書に添付された領収書により、これらの食材はほっとポットがホ 
ームレスの自立支援活動として実施する食事会において、実習、訓練として行われ 
ている調理の材料として認めている。 
なお、消耗品費は「算定の基準」に定めはないが、県は欄外の「※その他、事業 
の実施に必要な経費として具体的に明示されるものについては、必要性を判断のう 
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え、実費を上限として算定する。」に該当するとして認めている。 
 
ウ 人件費について 
  県は以下のとおり確認して補助対象とした。 
「ほっとサロンボランティアスタッフ大募集」で募集した５時間勤務のスタッフ 
はすべてボランティアであり、無給であるので当該人件費の対象ではないこと、ま 
た、本事業においてアルバイト等は雇っていない。 
従って、人件費の対象となっている３人はいずれもほっとポットが雇用している 
職員であり、当日は本事業の専従で、準備と片付け及び食事後の参加者の悩み相談 
を含め、９時から実働時間８時間の勤務をしている。 
なお、ほっとポットが雇用する職員であるならば、「算定の基準」の人件費にあ 

る「＊団体の通常の運営に関する人件費は、認めない。」に抵触するか否かの疑義 

が生じる。 
 この点について県から、ここでいう「団体の通常の運営に関する人件費」とは団 
体の総務や経理など管理部門の人件費を想定しており、事業の実施に係る人件費は 
補助対象としている。ほっとポットには正規職員が５人いて、うち３人が本事業に 
携わったことを確認しているとの説明があった。 
 
エ 物資提供について 
県は、本事業はホームレスから脱却した人、脱却しようとする人の自立を支援す 
るために、月に 1度集まって参加者と一緒に料理を作ったり、食事をしながら相談 
する交流事業であり、単に集まった人に食事を提供するだけの事業ではない。従っ 
て、「交付要綱」第３条にある「物資提供を主目的とする事業」には該当しないと 
判断して補助対象とした。 
 ところで、請求人から提出された第７号証によると、この食事会は「地域での孤 
立化防止、人との交流や仲間作りを目的とした活動」となっている。 
また、食事会は毎月一回１０時から１５時まで開催されているが、そのうち会食 
は概ね１２時から１３時までであり、その他は食事の準備、調理や後片付け等の実 
習・訓練や訓練を通じた交流、また、相談の時間に充てられていることを確認して 
いる。 

 
第４ 監査の結果 
   本件請求については、監査委員の合議により次のとおり決定した。 
  
 １ 監査対象事項に対する判断 
  （１）県は、食材費を消耗品として「算定の基準」欄外の規定の対象としているが、そ 
の判断に明確な裁量権の逸脱があるとは認められない。 

  （２）人件費について、実績報告書にある者はボランティアではなく、ほっとポットの 
職員である。 

  （３）第７号証による食事会の目的、また、食事会のタイムスケジュール等から、この
事業の内容は会食を含む訓練、交流、相談であり、これを「物資提供を主目的とす
る事業」と明確に断定することはできない。 
 

   従って、請求人の主張には理由がないものと判断し、本件請求は棄却する。 
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２ 意見 
本件請求に対する判断は上記のとおりであるが、監査委員としての意見を次のとおり
付記する。 
監査の過程において、「交付要綱」の運用に裁量の余地が大きく、県民から見て分か
りにくい点が見受けられた。 
下記の点について「交付要綱」の見直しを行った上で、平成２４年度のホームレス自
立支援団体活動費補助金の執行に当たること。 

 
記 

 
（１）食事会の食材費など事業実施に必要と認められる経費については、可能な限り「算
定の基準」の「経費の種類」に定め、欄外の適用は最小限にとどめること。 

 
（２）「算定の基準」の人件費について、「団体の通常の運営」の対象が明確になるよう改
善すること。 

 
（３）「交付要綱」第３条ただし書き中の「物資提供を主目的とする事業」の内容があい
まいなので明確になるよう改善すること。 
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資料１ 

ホームレス自立支援団体活動費補助金交付要綱 
 

 （趣旨） 
第１条 ホームレスの自立を支援するため、特定非営利活動法人が行う、ホームレス自立支
援事業（以下「支援事業」という。）に要する活動経費に対し、県は予算の範囲内におい
て補助金を交付する。 
２ 前項の補助金の交付に関しては、補助金等の交付手続等に関する規則（昭和４０年埼玉
県規則第１５号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱に定めるところ
による。 
 
 （補助対象団体） 
第２条 県内に事務所を有し、県内で活動している特定非営利活動法人とする。 
 
 （補助対象事業） 
第３条 補助の対象となる事業は、次に掲げる事業とする。ただし、物資提供を主目的とす
る事業、無料低額宿泊事業（社会福祉法第２条第３項第８号）の運営及びそれに付随する
事業は対象としない。 
 (1) ホームレスの自立に有効と認められる事業 
  (2) 県民のホームレスに関する理解を促進する事業 
 (3) ホームレスを支援する活動を助長する事業 
  (4) 上記以外に、特に知事が必要と認める事業 
 
 （補助対象経費） 
第４条 補助の対象となる経費は、前条に規定する事業に要する経費とし、別表に定める基
準に基づいて算定するものとする。ただし、国庫補助金、他の県補助金等、この補助金以
外の公的補助金の対象となる経費、不動産の購入又は賃借に要する経費を除く。 
 
 （補助額等） 
第５条 前条の経費に対する補助額は、補助対象経費の３分の２（千円未満切り捨て）とし、
１団体２０万円以内とする。 
 
 （申請書の様式等） 
第６条 規則第４条第１項の申請書の様式は、様式第１号のとおりとし、その提出期限は、
知事が別に定める。 
 
 （記載事項） 
第７条 規則第４条第１項第５号に規定する知事の定める事項は、次のとおりとする。 
 (1) 規則第４条第２項第３号及び第４号に掲げる事項 
 (2) 事業実施により予定している収入の有無及びその内容 
２ 規則第４条第２項第５号に規定する知事の定める事項は、次のとおりとする。 
 (1) 補助金を申請する会計年度の団体の収支予算書、事業計画書 
 (2) 団体の定款 
３ 規則第４条第２項第１号から第４号までに掲げる事項に係る書類の添付は要しない。 
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 （交付決定通知書の様式） 
第８条 規則第７条の交付決定通知書の様式は、様式第２号のとおりとする。 
 
 （補助事業の内容の変更等に係る様式） 
第９条 補助事業者は、規則第６条第１項第１号の規定に基づいて知事の承認を受けようと
するときは、様式第３号の変更承認申請書を知事に提出しなければならない。 
 
 （状況報告） 
第 10 条 補助事業者は、知事の要求があったときは、補助事業の遂行の状況について、 当
該要求に係る事項を書面で知事に報告しなければならない。 
 
 （報告書の様式） 
第 11 条 規則第 13 条の報告書の様式は、様式第４号のとおりとする。 
 
 （添付書類） 
第 12 条 規則第 13 条の報告書には、次に掲げる事項を記載した書類を添付しなければなら
ない。 
 (1) 補助対象事業の実施期間の属する会計年度の収支決算書、事業報告書 
 (2) 事業の成果物、写真、その他事業に関する資料 
２ 補助対象事業を実施する団体の会計年度の途中である等止むを得ない理由により、 前
項第１項に規定する収支決算書を提出できない場合には、その理由及び提出予定年月日を
記載した書類を添付しなければならない。 
 
  （補助対象事業の実施期間） 
第 13 条 補助対象事業の実施期間は、毎会計年度の２月末日までとする。 
 
 （報告書の提出時期等） 
第 14 条 規則第 13 条の報告書の提出時期は、補助事業の完了（補助事業の中止又は廃止の
場合を含む。）後 15 日以内とする。 
 
 （補助金の額の確定通知） 
第 15 条 規則第 14 条の補助金の額の確定通知は、様式第５号により行うものとする。 
 
 （財産処分制限の緩和期間） 
第 16 条 規則第 19 条ただし書きに規定する知事が定める期間は事業完了（当該財産取得）
後５年間とする。 
 
 （処分制限財産の指定） 
第 17 条 規則第 19 条第２号に規定する知事が定めるものは、備品とする。 
 
 （書類の整備等） 
第 18 条 補助事業者は、補助事業に係る収入及び支出等を明らかにした帳簿を備え、かつ、
当該収入及び支出等についての証拠書類を整備保管しておかなければならない。 
２ 前項に規定する帳簿及び証拠書類は、当該補助事業の完了の日の属する会計年度の翌会
計年度から５年間保管しなければならない。 
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 （要領への委任） 
第 19 条 この要綱の実施について必要な事項は、別に定める。 
 
   附 則 
 この要綱は、平成１６年８月３０日から施行する。 
 この要綱は、平成１８年１１月２２日から施行する。 
 この要綱は、平成１９年６月２９日から施行する。 
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（別表）ホームレス自立支援団体活動費補助金対象経費算定の基準 

 
経費の種類 

 
定義及び算定の基準 

旅費交通費 
 
 
 
 
 
 

【定義】旅行に要する、交通費等及び宿泊費とする。 
 
① 交通費等 
 ア 交通機関利用       実費を上限 
  （電車、ﾊﾞｽ、ﾀｸｼｰ等）  
 イ 自家用車等利用     走行距離１㎞×15円で算出 
              した額を上限 
 ウ 有料道路代、駐車場代 実費を上限 
② 宿泊費           実費を上限（１万円を限度） 
 
＊１ 県外出張及び宿泊を伴う出張は、必要最低限に限り認める。 
＊２ 日当、雑費等などの諸経費は旅費とは認めない。 

講師謝礼 
 
 
 
 
 
 

【定義】講演会、講習会等における講師への謝礼金をいう。 
 
 以下の金額を１時間当たりの上限とする 
  大学・研究機関の職員等  １０，０００円 
  民間人等                 ２０，０００円 
  内部職員等（代表者除く）  ８，０００円 
＊１ 事業を実施する団体の代表者及び県職員への謝礼は、認めない。 
＊２ 車代などの名目で支払う実費を超える交通費等の支払いは、講師  
謝礼とみなす。 

人 件 費 
 
 
 

【定義】団体の職員・アルバイトなどに支払われる給与等をいう。 
  アルバイトは、時給８００円を上限とする。 
 
＊ 団体の通常の運営に関する人件費は、認めない。 
 

食 糧 費 
 

【定義】会議、行事等の実施の際の飲食の費用をいう。 
 
 外部との打ち合わせ会議等に係るもので、茶菓を限度とする。 
 
＊１ 外部参加の有無を問わず、懇親会・親睦会などの食糧費は認めな  
い。 
＊２ 参加者から茶菓代、弁当代など実費徴収する場合は、その収入は 
  補助事業実施による収入には含めない。参加料などに実費徴収が含 
まれる場合は、参加料の内訳を明らかにすること。 
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※ その他、事業実施に必要な経費として具体的に明示されるものについては、必要性を 
  判断のうえ、実費を上限として算定する。 
 

 
経費の種類 

 
定義及び算定の基準 

印刷製本費 
 
 
 
 

【定義】外注する印刷物の作成費用をいう。 
 ２人以上から見積書を徴し、安価な額を算定する。 
 
＊ 印刷物を作成費用の実費を超える価格で販売する場合には、印刷製 
 本費を補助対象外経費とする。（負担金的な要素を含む資料代を除く） 
 

備品購入費 
 
 
 
 
 
 

【定義】比較的長期間の使用に耐えうる物品で、購入額２万円以上のも 
のをいう。 
  定価ではなく、実際の購入額で算定する。 
 
＊ 備品について事業に対する必要性がない場合には、補助対象外経費 
とする。 
 

雑   費 【定義】事業実施に必要となる種々の細かな経費をいう。 
 補助対象経費の５％を上限とする。 
 
＊ 雑費は、その性質上経費の積算をすることが困難な費用であるので、 
 交付申請の際、積算根拠は不要とする。 
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埼玉県職員措置請求書 
 本文第１の３「請求の内容」のとおり。 
 
事実証明書（内容略） 
 １ 平成２３年度ホームレス自立支援団体活動費補助金交付決定通知書 
  平成２３年８月３０日付 
 ２ 平成２３年度ホームレス自立支援団体活動費補助金確定通知書 
平成２４年３月２６日付 
 回議・合議書平成２３年度ホームレス自立支援団体活動費補助金の確定について 
 回議・合議書ホームレス自立支援団体活動費補助金の交付決定について 
３ 平成２３年度ホームレス自立支援団体活動費補助金実績報告書の一部 
 ４ 平成２３年度ホームレス自立支援団体活動費補助金実績報告書に添付された領収書 
 ５ 平成２３年度ホームレス自立支援団体活動費補助金実績報告書に添付された人件費 
の部分 

 ６ 「ホームレス自立支援団体活動費補助金交付要綱」 
 ７ 「ほっとサロン ボランティア スタッフ大募集」及び「ほっとサロンゆうのご案内」 
のチラシ 
 ８ 平成２２年度ホームレス自立支援団体活動費補助金実績報告書ほっとポット 
 
以下の資料は、陳述時に提出があった。 
 １ 平成２４年６月２８日の産経新聞の記事 
    
以上 


